
 

 

第９８号議案 

 

 

 

令和４年度新宮町公共下水道事業会計補正予算について 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により、令

和４年度新宮町公共下水道事業会計補正予算を提出する。 

 

  令和４年１１月３０日 

 

                    新宮町長  長 﨑 武 利 

 

 

 



（　総　　則　）

第 １ 条

（　収益的収入及び支出　）

第 ２ 条

下水道事業費用

（　議会の議決を経なければ流用することのできない経費　）

第 ３ 条

令和４年度新宮町公共下水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。

（　補正予算額　） （　　　　計　　　　）

令和４年度公共下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的支出

49,405 千円

（ 科 目 ） （ 既 決 予算 額） （ 補 正 予算 額）

の予定額を次のとおり補正する。

（　既決予算額　）

（ 計 ）

（１） 職 員 給 与 費 48,738 千円

第１項

千円667

営 業 費 用 880,401 千円

令和４年度新宮町公共下水道事業会計補正予算（第３号）

　予算第９条に定めた経費の金額を、次のとおり補正する。

889,314 千円

千円8,913

支 出

（　　科　　　　目　　）

第１款 965,728 千円 974,641

8,913 千円

千円
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（単位：千円）

既決予算額 補正予算額 計

１． 下水道事業費用 965,728 8,913 974,641

１． 営 業 費 用 880,401 8,913 889,314

３. 中央処理区管理費 152,451 8,200 160,651

４. 総 係 費 68,308 713 69,021

令和４年度新宮町公共下水道事業会計補正予算実施計画

収益的収入及び支出

支　　　　　出

款 項 目
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（税抜き、単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益 △ 5,265

減価償却費 472,372

賞与等引当金の増減額 △ 164

貸倒引当金の増減額 △ 108

長期前受金戻入額 △ 300,443

過年度損益修正益 △ 1

受取利息及び受取配当金 △ 1

支払利息 75,325

固定資産除却費 2

過年度損益修正損 1

貯蔵品の増減額 0

未収金の増減額 △ 2,174

預り金の増減額 0

未払金の増減額 △ 56,160

前払金の増減額 20,162

その他流動資産の増減額 0

小　　計 203,546

利息及び配当金の受取額 1

利息の支払額 △ 75,325

業務活動によるキャッシュ・フロー 128,222

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 293,767

無形固定資産の取得による支出 △ 36,333

国庫補助金による収入 128,724

受益者負担金による収入 26,490

他会計からの繰入金による収入 33,620

他会計からの出資金による収入 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 141,266

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入 219,000

企業債の償還による支出 △ 273,037

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 54,037

資金増加額 △ 67,081

資金期首残高 320,680

資金期末残高 253,599

令和４年度公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（ 令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ５ 年 ３ 月 ３ １ 日 ま で ）
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１

389

（千円）
通勤手当

5,108補正前 600

比　較 165 0 3

3,917 60

298 0

1090

0 5,111
（千円） （千円）

4,215 60

期末手当 勤勉手当 管理職員特別勤務手当

（千円） （千円） （千円）
手 当 の
内 訳

区　　分 住居手当 特殊勤務手当

0

比　較 0 4

補正後 765

0

補正前 1,410 1,438 581

（千円）

2,735

補正後 1,410 1,442 581 2,735 498

注）　（　　）内は、再任用短時間勤務職員を外書き。

手 当 の
内 訳

区　　分 扶養手当 地域手当 管理職手当 時間外勤務手当
（千円） （千円）

17 660

（千円）

17 660
比
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　計

7,886 46,100

7,886 46,100 県市町村職員退職手当組合負担金 2,638 千円補
正
前

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　計

7,903 46,760

7,903 46,760 県市町村職員退職手当組合負担金 2,645 千円補
正
後

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　計

区　　　　　分 法定福利費 合　　計 備　　　　　　　　　　　　考
（千円） （千円）

0 64 579 643合　　　　計 （　　0　　）

64 579 643
比
較

損益勘定支弁職員 （　　0　　）
0

資本勘定支弁職員 （　　 　　）

6 21,976 16,238 38,214合　　　　計 （　　1　　）

21,976 16,238 38,214補
正
前

損益勘定支弁職員 （　　1　　）
6

資本勘定支弁職員 （　　 　　）

6 22,040 16,817 38,857合　　　　計 （　　1　　）

22,040 16,817 38,857補
正
後

損益勘定支弁職員 （　　1　　）
6

資本勘定支弁職員 （　　 　　）

計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

給　与　費　明　細　書
総　　　括

区　　　　　分
職　　員　　数 給　　　　与　　　　費

特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手　　当
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ア 会計年度任用職員以外の職員

区　　　　　分
職　　員　　数 給　　　　与　　　　費

38,857

比
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員 （　　　　）

合　　　　計 （　　1　　）

（　　0　　）

特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手　　当
（人） （人） （千円） （千円） （千円）

計
（千円）

補
正
後

損益勘定支弁職員 （　　1　　）

資本勘定支弁職員 （　　　　）
6 22,040 16,817

合　　　　計 （　　1　　）
6 22,040 16,817 38,857

補
正
前

損益勘定支弁職員 （　　1　　）
6 21,976 16,238 38,214

6 21,976 16,238 38,214

0 64 579 643

資本勘定支弁職員 （　　　　）

合　　　　計 （　　0　　）
0 64 579 643

区　　　　　分 法定福利費 合　　計 備　　　　　　　　　　　　考
（千円） （千円）

補
正
後

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

7,903 46,760 県市町村職員退職手当組合負担金 2,645 千円

合　　　　計 7,903 46,760

補
正
前

損益勘定支弁職員 7,886 46,100 県市町村職員退職手当組合負担金 2,638 千円

資本勘定支弁職員

合　　　　計

比
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

7,886 46,100

17 660

合　　　　計 17 660

手 当 の
内 訳

区　　分 扶養手当 地域手当 管理職手当 時間外勤務手当 通勤手当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補正後 1,410 1,442 581 2,735 498

補正前 1,410 1,438 581 2,735 389

比　較 0 4 0 0 109

手 当 の
内 訳

区　　分 住居手当 特殊勤務手当 期末手当 勤勉手当 管理職員特別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
補正後 765 0 5,111 4,215 60

補正前 600 0 5,108 3,917 60

比　較 165 0 3 298 0

注）　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係わる職員を
　　含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載。
注）　（　　）内は、短時間勤務職員を外書き。
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イ 会計年度任用職員

区　　　　　分
職　　員　　数 給　　　　与　　　　費

特別職 一般職 報　　酬 給　　料 手　　当 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

補
正
後

損益勘定支弁職員 （　　1　　）

資本勘定支弁職員 （　　 　　）

合　　　　計 （　　1　　）

補
正
前

損益勘定支弁職員 （　　1　　）

資本勘定支弁職員 （　　  　　）

合　　　　計 （　　1　　）

比
較

損益勘定支弁職員 （　　 0　　）

資本勘定支弁職員 （　　　　　）

合　　　　計 （　　 0　　）

区　　　　　分 法定福利費 合　　計 備　　　　　　　　　　　　考

補
正
後

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

（千円） （千円）

県市町村職員退職手当組合負担金 千円

合　　　　計

補
正
前

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

県市町村職員退職手当組合負担金 千円

合　　　　計

比
較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　計

手 当 の
内 訳

区　　分 扶養手当 地域手当 管理職手当 時間外勤務手当 通勤手当
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補正後

補正前

比　較

手 当 の
内 訳

区　　分 住居手当 特殊勤務手当 期末手当 勤勉手当

補正後

管理職員特別勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補正前

比　較

注）　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係わる職員を含む。）で
　　予算の積算の基礎となったものについて記載。
注）　（　　）内は、会計年度任用職員の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時
　　勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書き。

２　給料及び手当の増減額の明細 （単位　：　千円）
区　　分 増減額 増減事由別内訳 説　　　明 備　考

給　　料 64 給与改正に伴う増減分 64

昇給に伴う増加分

その他の増減分

手　　当 579 制度改正に伴う増減分 305

その他の増減分 274 異動等に伴う増
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注）　（　　）内は、再任用短時間勤務職員を外書き。

(1.125 ) (1.175 ) (2.300 )

2.150 2.250 (4.400 )

一般会計
同　　　　上

の 制 度

補　正　前
(1.125) (1.125) (2.250 )

同　　　　上
2.150 2.150 (4.300 )

2.150 2.250 (4.400 ) 主　　幹 10％ 主　　　査   5％
補　正　後

(1.125 ) (1.175 ) (2.300 ) 課　　長 15％ 課長補佐 15％

３　給料及び手当の状況

　（６）期末手当・勤勉手当

区　　分
支　給　期　別　支　給　率 支給率計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

級 等 に よ る 加 算 措 置
備　　考

６月（月分） １２月（月分） （月分）

185,200 185,200大　　　学　　　卒

高　　　校　　　卒

　（２）初任給
区　　　　　　　分 行　　政　　職　　（円） 一般会計の制度（行政職）　（円）

158,900 158,900
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１． 下水道事業費用 965,728 8,913 974,641

１． 営 業 費 用 880,401 8,913 889,314

152,451 8,200 160,651

４. 総 係 費 68,308 713 69,021

３. 中央処理区
管 理 費

補正予算額 計

新　宮　町　公　共　下　水　道　事　業　
収益的収入及び支出

支　　　　　出

款 項 目 既決予算額
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（単位　：　千円）

区　　分 金　　額

動 力 費 8,200 中央浄化センター電気料金の増

給 料 64 給料の増

地域手当の増 4
手 当 513 通勤手当の増 109

住居手当の増 165
勤勉手当の増 235

98 賞与等引当金繰入額の増

7 県市町村職員退職手当組合負担金の増

印 刷 製 本 費 31 印刷製本費の増

説　　　　　　明

会　計　補　正　予　算　説　明　書

賞 与 引 当 金
繰 入 額

退 職 手 当 組 合
負 担 金

節
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